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＜はじめに＞ 

 

分譲マンションのエレベーター設置率は年々増加しており、現在では、５階建以下のマ

ンションでも、新築時には標準で設置されている。 

 

マンションにおいて、エレベーターは多くの居住者が利用し、人命にかかわる非常に重要

な設備である。 

しかし、エレベーターも建物と同様に、年数が経過すると、故障や停電のリスクが高くな

り、安全性の確保が困難となってくる。 

 

その安全性を確保する為に、管理組合・管理者には定期的な点検が義務付けられ、管理組

合において、適切な時期、適切な工法による改修工事・リニューアル工事の実施が必要とさ

れている。 

一方で、改修工事には多額の費用がかかり、工事期間中はエレベーターの利用が出来なく

なり、居住者には大きな負担や不便がかかることとなる。また、マンションにおいて、エレベ

ーターは特殊な設備であり、管理組合・管理者でもなかなか専門的な知識を持ち合わせていない

というのが実態である。 

 

管理組合として、住民の安全性を第一に考える事は当然のことながら、数十年に一度の

エレベーターの改修という大規模な工事において、管理組合として最善の判断をする為に

は、日頃から保守会社や管理会社とのコミュニケ―ションを取りつつ、管理組合として主

体的に関わることが重要である。 

 

エレベーターに関する基本的な知識を知ると共に、管理組合として、改修・リニューア

ル工事に対し、どの様に対応すればよいのであろうか。 
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Ⅰ．エレベーターの種類 

   エレベーターは建物が高層か低層か、また建物の形状や設置場所により、ロープ 

式、油圧式等が使われている。 

 エレベーターの種類には、電動モーターによって駆動する「ロープ式」、電動ポ 

ンプで油圧を制御し、その圧力でかごを昇降させる「油圧式」、回転運動を直線運 

動に置き換えるリニアモーターを利用した「リニアモーター式」の３種類がある 

が、分譲マンションのエレベーターでは、主として「ロープ式」と「油圧式」が採 

用されており、ここでは、この２種類を解説する。 

 

１．ロープ式エレベーター 

    電動モーターによって駆動し、釣合おもりを使用した「トラクション式」と、巻 

   胴（ドラム）にロープを巻き付ける「巻胴式」に分類される。 

（１）機械室有りロープ式 

トラクション式の機械室有りタイプは、「かご」と「釣合おもり」の重量を 

     バランスさせ、上部に取り付けた巻上機で効率よく駆動するというエレベータ 

ーのもっとも基本的なタイプであり、低層から超高層まで幅広く採用されてい 

る。 

            ＊（一社）日本エレベーター協会ＨＰより 

 

 



4 

 

（２）機械室有りロープ式（巻胴） 

巻胴式エレベーターは、「巻胴式巻上機」がワイヤーロープをドラムに巻き 

つけて、カゴを昇降させるシンプルな仕組みのエレベーターで、低層マンショ 

ンのみで一部採用されている。 
（３）機械室無しロープ式 

機械室無しロープ式は、建物上部に機械室が不要となり、日影規制等の影響

を考慮する必要もなく、また建物上部に荷重がかからず、昇降路を自由に設計

できるというメリットがある。巻上機の設置場所は、巻上機を上部に設けるタ

イプと下部に設けるタイプがあり、また調速機が作動して、エレベーター制御

が行われた場合の復帰操作は必ず手動で行う必要がある。 

 

＜巻上機を上部に設置した例＞       ＜巻上機を下部に設置した例＞ 

＊（一社）日本エレベーター協会ＨＰより 

 

２．油圧式エレベーター 

油圧式エレベーターは電動ポンプで油圧を制御し、その圧力でかごを昇降させる 

   もので、主として低層用建物のエレベーターに採用されている。油圧式エレベータ 

   ーの駆動方式により、「直接式」「間接式」「パンタグラフ式」に分類することが   

   出来る。 
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（１）機械室あり油圧式エレベーター 

ア．直接式 

油圧シリンダー内のプランジ

ャー（上下する部分）にエレ

ベーターのか ごを直結し昇

降を行う。 

 

 

 

 

＊（一社）日本エレベーター協会

ＨＰより 

 

イ．関節式 

プランジャーの動きをロープ

や鎖を介して間接的にエレベ

ーターのかごに伝え、昇降を

行います。また調速機が作動

して、エレベーター制御が行

われた場合の復帰操作は必ず

手動で行われます。 

 

＊（一社）日本エレベーター協会Ｈ

Ｐより 

 

 

ウ．パンタグラフ方式 

ア ー ム と 油 圧 ジ ャ ッ キ   

により、アーム頂部に取付け

たかごの昇降を行う。 

 

 

 

 

＊（一社）日本エレベーター協会

ＨＰより 
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Ⅱ．エレベーターの保守業務・法定点検 

エレベーターは、多くの居住者が利用する非常に重要な設備であり、その安全性を 

  確保する為に、建築物の所有者、管理者には定期的な点検が義務付けられており、管 

理組合においても、主体的に関わることが重要である。 

 

１．なぜ保守業務・法定点検が必要なのか 

エレベーターは建物においては重要な設備であり、その安全性の確保の為、必要 

   な維持保全のもとに管理される様、法律で定められている。適切な管理、そして保 

   守点検・定期検査が、毎日の安全・快適な運行に不可欠なのである。 

（１）保守業務 

建築基準法第８条で「建築物の所有者、管理者又は占有者は、その建築物の 

     敷地、構造及び建築設備を常時適法な状態に維持するように努めなければなら 

ない」と定められており、これを実現する為の具体的方策として、国土交通省 

から「昇降機の適切な維持管理に関する指針」が公表され、エレベーターの所 

有者（管理者・管理組合）の役割、努力義務を示している。その中で、「所有 

者（管理者・管理組合）は、必要な知識・技術力等を有する保守点検業者を選 

定し、保守・点検に関する契約に基づき保守点検業者に保守・点検を行わせる 

こと」と明記されている。また「昇降機の使用頻度に応じて、定期的に」行う 

事が推奨されており、概ね月に 1回程度の点検を実施しているケースが多い。 

 

＊保守業務を行なっていない現場の例 

ピット（最下部）に漏水発生、 

点検していないので気が付かない 

 

異臭や水まき散らしによる故障リスク

の増加 

 

乗場側からの雨水流入（近年ゲリラ豪

雨）、 

ピット床面からの湧水（場合により汚

水あり） 

 

（２）法定検査 

建築基準法第１２条では「昇降機設備の所有者は、国土交通省令で定めると 

     ころにより、定期に、一級建築士若しくは二級建築士又は昇降機等検査員資格 

     者証の交付を受けている者に検査をさせて、その結果を特定行政庁に報告しな 
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     ければならない」と定期的な検査の実施を定められている。また検査者につい 

     ても、一級建築士もしくは二級建築士、又は昇降機等検査員と専門の資格者に

よる検査を定めている。 

（３）罰則規定 

エレベーターの保守業務において、定期的な点検未実施による罰則規定はな 

     いが、適切な管理をしていない事による事故等の責任は発生する。一方、法定 

点検においては、建築基準法により、所有者（管理者・管理組合）に建物の維 

持管理・定期報告制度が定められており、法定点検を実施しなかった、報告を 

しない、虚偽の報告をした場合、１００万円以下の罰金に処される事が定めら 

れている。 

尚、規定通りに点検が実施されているエレベーターには検査済みのステッカ 

ー（検査済証）が貼られており、誰が見ても分かるようになっている。 

（４）検査結果 

    定期検査報告の結果は、「要是正」「要重点点検」「指摘なし」の３種類が 

   ある。「要是正」とは、必ず改善が必要な項目であり、修理や部品の交換を行 

   ない、速やかに改善する必要がある。是正を怠り未改善の場合は特定行政庁か 

   ら「改善指導書」が発行され、改善されるまで「検査済証」は発行されない。 

    「要是正」の中には、「既存不適格」と判定される場合がある。この「既存 

   不適格」とは、既存のエレベーター（建物）が最新の法令基準に合致していな 

   いという状態であり、違法状態とは異なり、改善可能であれば改善が望ましい 

   という判定である。既存の設備の更新の際に、最新法への移行が法的に求めら 

   れているわけではない。この「既存不適格」には、構造物の強度を求める項目 

   等や現実的に改善不可能なことも含まれており、全てをクリアしようとするに 

は、エレベーターの撤去・新設が必要となる場合が多い。 

「要重点点検」と判定された項目については、次回の定期検査で「要是正」 

となる可能性が高い状態であり、日常の保守点検で重点的な点検を行った上 

で、今後「要是正」となった場合はすみやかに改善する必要がある。これへの 

対応としても保守点検が重要である。 

「指摘なし」とは、問題なく良好な状態である。 

 

 

 

Ⅲ．エレベーターの保守契約 

   エレベーターの保守・点検に関する契約は、「ＰＯＧ契約」と「フルメンテナンス 

  契約（ＦＭ契約）」の２種類に、また、保守業者も「メーカー系」と「独立系」の２ 

つに大別される。管理組合・管理者は自らのマンションの実態や築年数、管理予算等 
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を考慮した上で、ニーズに合ったタイプの保守・点検契約を締結する必要がある。 

 

１．ＰＯＧ契約とフルメンテナンス契約 

ＰＯＧとは、Ｐａｒｔｓ（パーツ）・Ｏｉｌ（オイル）・Ｇｒｅａｓｅ（グリ

ス）の略である。保守・メンテナンス業者がエレベーターの装置・部品についての

全面的・定期的な点検、及び法定検査の報告と、２４時間３６５日緊急対応、保守

に必要な消耗品（電球・ヒューズ・リード線・オイルなど）の交換・補充が月々の

保守料金に含まれているが、故障した部品の修理・交換が必要な場合は別途費用が

必要となる。メリットとして、月々の保守料金が抑えられると共に、価格が適正か

どうか判断できる。その反面、突発的な故障修理や部品の交換などが必要となった

場合、別料金にて依頼しなければならず、また、大きな故障等が発生した場合には

多額の出費が発生し、結果的に管理組合会計に影響を及ぼす場合もある。その際に 

は、管理組合内での見積決済の手間と責任が生じるというデメリットもある。 

フルメンテナンス契約は、ＰＯＧ契約と同様にエレベーターの装置・部品につい 

ての全面的・定期的な点検、及び法定検査の報告と、２４時間３６５日緊急対応が 

含まれており、加えて保守に必要な消耗品交換だけでなく部品の修理代等も月々の 

保守料金に含まれている。フルメンテナンス契約は、メンテナンス・サービスの範 

囲が広い分、ＰＯＧ契約よりも毎月の保守料金は高く、価格が適正かどうか判断で 

きないというデメリットがあるが、その一方で、不測の故障が発生した場合には、 

追加の保守料金を支払うことなく修理が可能となりと共に、管理組合への影響を軽 

減できるというメリットもある。管理組合にとっては保険的な意味合いを持つ。 

尚、天災等の不可抗力を原因とした部品の交換は契約の範囲外となる為、有償とな 

る場合もあるので注意が必要である。 

    ＰＯＧ契約とフルメンテナンス契約のどちらにするのか。新築後、余り年数が経 

過していないマンションであれば、修理のリスクも少ない為、ＰＯＧ契約の方が有 

利である。また、築年数に限らず管理組合会計の状況から、費用を抑えたいという 

場合にも良い方法である。交渉する時間と手間は必要であるが、結果的に維持管理 

費の軽減が可能となる。 

一方で、エレベーターの利用者数が多く、使用頻度が高いマンションでは、修理 

の確率も必然的に増える為、フルメンテナンス契約の方が、費用が軽減できる場合 

もある。複数棟からなる団地マンションで、管理組合として管理に手が回らない場 

合にもフルメンテナンス契約の方がメリット大である。 

 管理組合として、ＰＯＧ契約とフルメンテナンス契約のどちらにするのか、正解 

は無い。双方のメリット・デメリットを踏まえ、それぞれの管理組合が自らのマン 

ションの状況に応じ、主体的に現状と将来を見据えた判断が重要となる。 
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 ２．メーカー系と独立系保守会社 

エレベーターは、三菱・日立・東芝・日本オーチス・フジテックが５大メーカー 

と称されており、その系列の保守点検会社をメーカー系と称する。メーカー系は、 

親会社であるメーカーのエレベーターのみ保守点検をおこなっている。一方、メー 

カー系に属さないで全てのメーカーのエレベーターの保守点検を行なう会社を 

総称して、独立系と呼んでいる。 

メーカー系のメリットは、大手の信用力と部品調達力優れているという事に 

あるが、その反面、保守料金は高額になる。エレベーターの維持管理において 

定期的なメンテナンスは必要不可欠であり、保守料金が高額というのは管理組 

合においては考慮すべき部分となる。 

独立系のメリットは、保守料金が安い傾向にある事、メーカーに関わらず保 

守対応が可能な点である。その反面、本当に信頼できる業者選びが難しいこ 

と、メーカーと異なり部品によっては調達に時間を要する場合がある。昨今で 

は、独立系への安心感は年々増しており、大規模病院やホテル・庁舎等でも採用さ 

れている。 

 メーカー系と独立系のどちらを選ぶのか。独立系とメーカー系にそれぞれにメリ 

ットとデメリットがあり、管理組合において、何を重要視するかによってメンテ 

ナンスの契約方法も変わってくる。その為、管理組合が主体となり、居住者等 

の意見を取り入れながら、マンションの実態に合った、また管理組合が納得で 

きる保守点検会社を選び、エレベーターの保守点検を実施することが重要であ 

る。 

 尚、国土交通省は平成２８年２月１９日、エレベーター等の安全性を維持する為 

に「昇降機の適切な維持管理に関する指針」を公表し、エレベーターの所有者であ 

る管理組合・管理者の役割や、昇降機の適切な維持管理のために管理組合・管理者 

がなすべき事項、 管理組合・管理者が保守点検業者の選定に当たって留意すべき 

事項、保守点検契約に盛り込むべき事項のチェックリストを定めている。また、 

指針の別表２「保守点検業者の選定に当たって留意すべき事項のチェックリスト」 

や、エレベーターに関する専門的な知識を有していない管理組合・管理者が、保守 

点検業者と契約する際に参考となる「エレベーター保守・点検業務標準契約書」も 

作成、公表されているので、参考にすべきである。 

 

 

 

Ⅳ．エレベーターの保全業務 

前述の通り、エレベーターは、マンションにおいては重要な設備であり、その安全 

  性を確保する為にも、定期的な点検と適正な修繕を繰り返し行うことが必要である。 
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しかし、適正に継続的なメンテナンスをおこなっていても、経年劣化を完全に防ぐ 

  ことは不可能である。また、エレベーターは機械であるがゆえ故障が発生し、その故 

  障に対し修理・修繕を行うのが保全業務である。エレベーターも、適正なメンテナン 

  スと劣化した部材などをリニューアルするという保全業務が必要となる。 

 

１．なぜ保全業務が必要ななのか 

エレベーターの主要装置の法定耐用年数は税法上１７年となっており、「建築 

    設備維持保全協会」のライフサイクルコスト評価指針によると計画耐用年数は２ 

    ５年と定められている。２０～２５年以上経過したエレベーターには、部品の摩 

    耗や故障が多くなり、安全性や信頼性が低下する為、リニューアルが必要とな 

る。 

また、部品供給停止の問題も発生する可能性もある。エレベーターのメーカー 

において、既に生産を中止している機種については、保守部品の標準供給期間を 

原則として生産中止後２０年としており、供給停止の部品が故障した場合、当該 

部品の交換ができず、エレベーターを使用出来なくなる場合が生ずる。設置か 

ら、概ね２０～２５年以上経過したエレベーターでは、各メーカー、機種ごとに 

供給停止期限が発生しており、適正な保全、リニューアルが必要である。 

 

 

 

 

Ⅴ．長期修繕計画における「エレベーターの改修」の位置づけ 

１．長期修繕計画の中で、エレベーターの改修工事をどのように考えるか 

エレべーターはマンションにおいて重要な設備である為、定期点検やメンテナン 
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スが義務付けられ、また、耐用年数に沿って改修・リニューアルを行なわなければ 

ならない費用のかかる設備の一つである。 

その為、長期修繕計画の中で、大規模修繕の時期に合わせたエレベーターの改 

   修・リニューアル計画も立てておく必要がある。法的にはエレベーターの耐用年数 

は１７年と定められているものの、前述の通り、適切な保守点検を行っていれば、 

２０年～２５年は使用出来る。また、「建築設備維持保全協会」のライフサイクル 

コスト評価指針でも計画耐用年数は２５年と定められている。これを基にするなら 

ば、一般的な１２年周期で大規模修繕工事を計画しているマンションでは、２回目 

（築２４年目）にエレベーターのリニューアル工事を視野に入れた計画が必要とな 

る。また、管理組合において、急に高額なエレベーター改修工事を実施することは 

困難であり、築後２０年位から調査・費用把握を実施し、早めに検討を始めること 

と、修繕計画の確実な実施に向けての資金の確保が重要である。特に、次の２つの 

要因については、長期修繕計画の中に組み入れるべき項目である。 

（１）耐用年数と部品供給停止 

      エレベーターの耐用年数は１７年と定められているものの、前述のとおり、 

     適切な保守点検を行っていれば２０年～２５年は使用可能である。しかし、使 

     用しているエレベーターが生産中止となったり、その部品供給の終了等で、エ 

レベーターを使用出来なくなる場合が生ずる。また、２０年の保守部品供給が 

メーカーに義務付けられていても、設置の時期によっては「耐用年数」に保守 

部品がなくなってしまケースもある。 

（２）安全性の向上 

エレベーターが設置されてから現在まで、災害などの影響で建築基準法は何 

度も改正されている。また、社会情勢の変化により、エレベーターの安全性や 

省エネ性の要求が高まるなど、社会的ニーズが大きく変化してきている。改 

修・リニューアルを考える上で物理的劣化だけではなく、高齢者や障害者など 

の利用者のニーズに応える為に、バリアフリー化等で安心して乗り降り出来る 

等のニーズの変化にも対応させることも重要である。最新型の機器に交換する 

事で安全性や快適性を向上させると共に、コスト削減等の効果も得られる。 

 管理組合として、今後の修繕計画を把握する事で必要な予算の見直しを行な 

い、計画通り修繕を行うことで安全性向上に繋がる。近年では建物寿命との兼 

合いも考慮し、建替え計画年数や修繕延命も見込む必要があるが、保守会社で 

は建物の長期修繕は把握出来ない為、管理組合が主体的に保守会社とコミュニ 

ケーションを取る必要性がある。 
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Ⅵ．制御改修か撤去新設工事か？ 

エレベーターの改修・リニューアル工事には以下の３種類の工法がある。使用して 

いるエレベーターの状況により、いずれかの工法により工事を行なうことになるが、 

それぞれにメリット・デメリットがある。 

 

１．改修・リニューアルの工法 

（１）制御改修工法 

    エレベーターの三方枠やカゴを残しながら、制御関連部品（制御盤、電 

動機など）を中心に、部品の交換や制御方式を更新する工法で、エレベーター 

の状態を考慮して、オプション工事の有無によって違いはあるが、概ね７日間 

程度と短く、工事費用も安く抑える事が出来る。尚、一般的に工事費用は、制 

御改修 ＜ 準撤去・新設 ＜ 撤去・新設の順に高額になっていく。また、 

工期も同様に長くなっていく。 

この工法は、油圧式エレベーター、ロープ式エレベーターのどちらにも対応 

可能であるが、「既存不適格」については解消出来るものと出来ないものがあ 

る。また、制御関連部品を中心にした改修であり、交換しない部品についての 

リニューアル・改修計画を策定すると共に、継続使用可能か？いつまで使用が 

続くのか？についても、エレベーター保守会社とのコミュニケーションを図り 

ながら、管理組合としての判断、及び将来にわたっての改修計画の策定が必要 

となる。 

（２）準撤去・新設工法 

準撤去・新設工法は、既存エレベーターの内、建物各階に固定される「三方 

     枠」、「敷居」等の一部だけを残して、新しいエレベーターに交換する工事。 

     エレベーター本体の主要な部分はそのまま利用して、巻上機や制御版、ロー 

プ、扉などを新品に取り替える工法である。部分的な改修で「三方枠」や「敷 

居」等を流用する為、エレベーター本体以外の建築付帯工事が不要なので、工 

期は２０～３０日程度と比較的短くなる。 

しかし、古いタイプのエレベーターの場合、交換する部品がオーダーになる 

ケースがある為、工事費用が高くなる傾向にある。既存メーカー以外の大手メ 

ーカーでは、流用部の規格違い等で参入が難しくなる。 

  （３）全撤去・新設工法 

全撤去新設工法は、既存エレベーターの全てを撤去して、新しいエレベータ 

     ーに入れ替える工法。新品エレベーターになるというメリットは大きいもの 

の、３種類の工法の中で工期、及び工事費用が最もかかる。工期は概ね３０～ 

４０日程度かかり、工事内容もエレベーター本体とは別に建築工事や電気設備 

工事も付随して行われる。理論上、既存メーカー以外の大手メーカーも参入は 
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可能であるが、現状ではほとんど参入が無い。また、改修専門メーカーでの対 

応は可能である。 

      尚、準撤去・新設工法、全撤去・新設工法においては、建築図面等の資料が    

     必要となり、既存不適格解消については、建築確認申請の届出が必要となる。 

     また、撤去・新設作業の為の、広めの資材置き場が必要となる。 

 

２．工法の選び方 

エレベーターに関する専門知識を持たない管理組合においては、保守会社（管理 

会社等）に言われたから、その工法を選択しているというのが実情であろう。 

では、管理組合はどのようにして工法を選択すればよいのか。 

 自らのマンションの実態を把握し、特にエレベーターが 1台しかない場合は、長 

期間停止の工期は不可能であることを、しっかりと認識しておくことが重要であ 

る。改修について各社短工期での開発も進んでいるが、管理組合として、エレベー 

ターを「停止させる」という事実を認識し、改修・リニューアル工事を計画するこ

とが、非常に重要である。 

 また、長期修繕計画における、エレベーターの改修工事の予算を確認することも

重要である。予算計画は何を元に算出されているのか？予算計画が制御リニューア

ルで計上されていたのでは、撤去・新設工事は不可能となる。さらに、長期修繕計

画の中に、建物寿命は反映されているか？長寿命化（計画）工事に合わせたエレベ

ーターの改修工法を選択することが重要である。 

 基本的には現保守会社が提案してくる内容に問題は無いと思われるが、往々にし

て、エレベーターの状態のみを判断材料にされているケースが多い。しかし、管理

組合においては、エレベーターのことだけでなく、自らのマンションが今後どのよ

うな計画で維持保全から建替えや取壊しまで進んでいくのかが、重要なポイントと

なる。エレベーター会社、保守会社がマンション側の話を聞く機会は少ない為、お

互いの情報を交換しながら管理組合が主体となって、工法を選定することが理想で

ある。 

 

 

 

Ⅶ．管理組合としてどう対応すべきか？ 

１．管理組合が困惑した事例 

   ・築３２年程度、５０戸程度、賃貸化率８０％のマンション。従来から、設置メー 

    ーカーにて保守契約を締結、改修工事の施工方式は管理組合にて「制御リニュー

アル」を選定した。 

・工事業者の選定にあたっては、現保守契約先のメーカー以外にも、独立系３社の 
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 計４社をリストアップし、各会社が別々に現場調査、制御リニューアルの見積提 

出、プレゼンテーションを実施し、理事会にて独立系 1社に決定、臨時総会で承 

認を取り付けた。 

・その後、総会で承認を取り付けた時点で、区分所有者の一人から、「同じ内容で 

 もう少し安くやってくれる会社を探してきた」、「安くやってくれる会社がある 

のに今日契約してしまうのは理事がバックマージンもらっているからだろう」と 

いう発言があり、理事会メンバーと管理会社担当者も困惑してしまった。 

・他の区分所有者から、「安くやってくれるという会社からバックマージンもらえ 

 るのはあなたでは？」という意見も出たが、当該区分所有者が理事長になってし 

まったら？という不安もあり再検討となった。 

   ・結果的には理事会、管理会社、選定された会社に何も問題がない為、そのまま契 

    約となり、現在も管理組合・管理会社・保守会社での良好な関係が続いていると 

    のこと。尚、当該の区分所有者は、その後売却して転居したとのこと。 

 

このケースの様に、賃貸化率が高く、ほとんどの区分所有者が設備の維持管理に無関 

   心となる傾向の高いマンションでは、一部の区分所有者の発言により、膨大な時間と労 

   力を掛けて検討してきた課題が、元の振り出しに戻されるということは、往々にしてあ 

   り得ることでもある。 

また、エレベーターの改修工事は、かなり高額な工事である為、工事業者の選定や 

改修工法の選定について不明瞭な点があると、「何か裏があるのでは？」と考えて 

しまう区分所有者もおり、組合員に対する丁寧な説明や、修繕委員会設置の検討も 

重要である。 

 

２．管理組合としてどう対応すべきか 

前述の様なケースも踏まえ、エレベーターの改修工事について、管理組合として 

   どう対応すべきなのか。 

（１） エレベーターの改修工事とはいえ、耐用年数だけで長期修繕計画に組み込む 

   のでははなく、自らのマンションの建物寿命や長寿命化（計画）工事に合わせ 

た長期修繕計画にエレベーターの改修工事・改修工法を組み込むことが重要で 

ある。 

例えば、マンションを６０年程度で建替え予定の場合、築３０年程度で 1回 

制御リニューアルを実施し、その後は建替える。また、１００年マンションを 

目指すのであれば、築２５年程度で制御リニューアルを実施し、５０年で撤 

去・新設を実施。その後７５年で制御リニューアル位の計画が見込まれる。 

（２） 一般的に管理組合は、エレベーターに関する専門知識や法知識をほとんど持ち 

合わせていないのが実態であり、その為、大手メーカーや管理会社からの提案を 
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そのまま受け入れてしまう傾向にある。数十年に一度の高額の工事に関し、重大 

な選択をすることとなる為、管理組合（修繕委員会）が、保守会社や他の会社へ 

相談し、有益な情報を集め、慎重に判断することが重要である。 

 （３） 改修工法の違いはあるが、設置メーカー以外でも、（準）撤去・新設に参入 

    する改修専門メーカーもある為、保守会社や他の会社へ相談することも必要で 

    ある。 

（４） 特殊性のあるエレベーターは、特殊な部品や構造、さらにその関連部品もオ 

   ーダー品になることが多い為、注文から納品までの期間が長くかかる。さら 

に、施工方法や施工会社がかなり限定される為、しっかりとした事前の打ち合わせ 

が必要となる。 

（５） 現在の保守会社からの提案等に基づき、総会で承認を得るという通常の手順 

   ではなく、承認後の後出しの話は、善意や良い話であってもトラブルの元にな 

   る可能性がある為、注意が必要である。 

（６） 中途半端な施工は、後々不便を感じたり、修復費用がかさむ要因となる。そ 

   の為、管理組合が主体となり、管理組合が納得出来る工事業者を選び、コミ 

ュニケーションを取りながらエレベーターのリニューアル工事を実施する 

ことが重要である。 

 

このような点を管理組合がしっかりと認識した上で、賢明な判断・選択をすること   

が重要である。   
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＜さいごに＞ 

 

エレベーターの改修は、管理組合にとって重要な課題である。エレベーターの部品の供

給が出来なくなったり、安全性や効率性が低下したりすると、入居者の生活やマンション

の資産価値にも影響を与えることとなる。その為、適切な時期、適切な工法でエレベータ

ーの改修工事・リニューアルを行なうことが必要となる。 

 

マンションの管理の適正化に関する指針において、「マンションの管理の主体は管理組合で

ある」とされており、あくまでも「自分たちの財産は自分たちで守る」が基本である。 

 

 しかし、一般的な管理組合においては、マンションの管理、特に設備関係に対する専門的 

知識をほとんど持ち合わせていないのが実態である。また、管理会社もマンションに関わる

業務を全てやってくれるわけではなく、管理委託契約の範囲だけで業務を行っている。 

 

マンションにおいて、エレベーターは人命を預かるという重要な設備であり、その改修工

事・リニューアルは、管理組合として避けて通れない課題である。交換時期が来ているのに

修繕積立金が不足して、改修工事を先延ばしにしたマンションの例もある。それゆえに管理

組合として事前に長期修繕計画で交換時期や予算を組み込んでおき、早い段階から検討を

始めることが重要である。 

 

日頃から、管理組合が保守会社とコミュニケーションを取りつつ、自らのマンションの現 

状を把握すると共に、管理組合として主体的にエレベーターの改修工事・リニューアルに関

わることが重要である。また、組合員の一人一人が、設備の維持管理というテーマに意識を

持つことも必要であり、それがより良い管理組合運営に繋がっていく。 
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